
 

 

 

令和５年地方分権改革に関する地方からの提案に対する国の対応について 

 

 

１ 要旨・目的 

令和５年５月に地方公共団体が国に対し行った地方分権改革に関する提案に対する国の対応が、 

令和５年12月22日に閣議決定された。 

 

２ 現状・背景 

≪令和５年の地方からの提案に関する対応状況等≫ 

区   分 全  国 うち広島県 

① 内閣府と関係府省との間で調整を行う提案  176件 21件 

 

提案の趣旨を踏まえ対応等 155件 20件 

実現できなかったもの 21件 １件 

② 関係府省における予算編成過程での検討を求める提案  25件 ０件 

③ 支障事例等が具体的に示された場合に検討対象とする提案、検討対

象外等 
29件 １件 

提案の合計（① + ② + ③） 230件 22件 

  ※ 広島県分には中国地方知事会との共同提案を含む。 

 

詳細は別紙およびこちらのリンクからご覧ください。 

 https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/teianbosyu/2023/teianbosyu_kekka.html 

 

３ 今後の対応 

提案の趣旨を踏まえ対応等の中に「検討を続ける」とされているものもあることから、全国知事会な

どとも連携し、政府全体として今後適切なフォローアップが実施されるよう、国に求めていく。 
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【別紙】 

広島県の提案に関する主な対応状況（中国地方知事会との共同提案を含む） 

対応方針での位置付け 提  案  項  目 

提

案

の

趣

旨

を

踏

ま

え

対

応

等 

提案の全部又は 

一部を実現 

【15件】 

・ 既存の計画を離島振興計画と位置付けることを可能とすること等 

《広島県提案、中国地方知事会共同提案》 

・ 地域再生エリアマネジメント負担金制度に係る事務の主体及び活動計画期

間の見直し《広島県提案、中国地方知事会共同提案》 

・ 小学校における教科担任制加配に係る授業時間数の下限の見直し 

《広島県提案、中国地方知事会共同提案》 

・ 全国交通安全運動推進要綱の早期情報提供等《中国地方知事会共同提案》 

・ 要保護児童生徒援助費補助金等に係る提出書類の簡素化 

《中国地方知事会共同提案》 

・ へき地児童生徒援助費等補助金に係る提出書類の明確化及び事務処理の簡

略化《中国地方知事会共同提案》 

・ 医療施設等施設整備費補助金等に係る交付決定等の早期化 

《中国地方知事会共同提案》 

・ 後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金及び国民健康保険団体連合会等

補助金に係る交付決定等の早期化《中国地方知事会共同提案》 

・ 厚生労働省国民健康保険課から発出される補助金等決定通知書等の通知方

法の統一化《中国地方知事会共同提案》 

・ 保険者努力支援制度に係る交付金事務の負担軽減《中国地方知事会共同提案》 

・ 官庁会計システム（ADAMS）の支払計画表等における国民健康保険療養給

付費等負担金に係る名称の明示《中国地方知事会共同提案》 

・ 国民健康保険の市町村保険者等に対する一般指導監督に係る負担軽減等 

《中国地方知事会共同提案》 

・ 国保予算関係等資料等の作成に係る負担軽減等《中国地方知事会共同提案》 

・ 小学校における教科担任制加配及び英語専科指導加配に係る授業時間数の

要件の見直し《中国地方知事会共同提案》 

・ 小学校における英語専科指導加配に係る資格要件の緩和 

《中国地方知事会共同提案》 

検討を続ける 

【５件】 

・ 結核定期健康診断の報告頻度及び報告期限の見直し《中国地方知事会共同提案》 

・ 地方教育費調査の隔年化及び説明書の記載内容の明確化 

《中国地方知事会共同提案》 

・ 子供の学習費調査にかかる都道府県経由事務の廃止及び調査対象の見直し 

《中国地方知事会共同提案》 

・ 学校教員統計調査にかかる回答方法の見直し《中国地方知事会共同提案》 

・ 国民健康保険調整交付金に係る申請等様式の簡略化及び説明書の記載内容

の明確化《中国地方知事会共同提案》 

実現できなかったもの 

【１件】 

・ 課税情報を虐待リスクのデータ分析に活用できるようにすること 

《広島県提案、中国地方知事会共同提案》 

支障事例等が具体的
に示された場合に検
討対象とする提案等 

【１件】 

・ 一斉調査（調査・照会）システムによる国から地方公共団体への通知方法の

見直し《広島県提案、中国地方知事会共同提案》 
 


